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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】光照射により硬化反応が進行する一方、光照射後に充分な可使時間を確保するこ
とができ、有機エレクトロルミネッセンス素子の封止剤として用いることができる光後硬
化性組成物を提供する。
【解決手段】光カチオン重合性化合物、光カチオン重合開始剤及び下記一般式（１）で表
される構造を有する硬化遅延剤を含有する光後硬化性組成物。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
光カチオン重合性化合物、光カチオン重合開始剤、及び、下記一般式（１）で表される構
造を有する硬化遅延剤を含有することを特徴とする光後硬化性組成物。
【化１】

一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ１２は、少なくとも１つが炭素水１～２０のアルキル基を表す
。また、前記アルキル基は、直鎖状又は分枝鎖状の炭素数１～２０のアルコキシル基、ハ
ロゲン原子、－ＯＨ基、－ＣＯＯＨ基及び－ＣＯＯ－アルキルエステル基（ただし、アル
キル部分は、直鎖状又は分枝鎖状の炭素数１～２０残基である）からなる群より選択され
る１以上の官能基で置換されていてもよく、更に、隣接するＲｎ及びＲｎ＋１（但し、ｎ
は、１～１１の奇数を表す）は、共同して環状アルキル骨格を形成していてもよい。
【請求項２】
硬化遅延剤は、少なくとも１つのシクロヘキシル基を有することを特徴とする請求項１記
載の光後硬化性組成物。
【請求項３】
硬化遅延剤は、下記化学式（２）で表される構造を有する化合物を含有することを特徴と
する請求項１又は２記載の光後硬化性組成物。

【化２】

【請求項４】
光カチオン重合性化合物１００重量部に対して、硬化遅延剤を０．１～５．０重量部含有
することを特徴とする請求項１、２又は３記載の光後硬化性組成物。
【請求項５】
請求項１、２、３又は４記載の光後硬化性組成物を用いてなることを特徴とする有機エレ
クトロルミネッセンス素子用封止剤。
【請求項６】
請求項５記載の有機エレクトロルミネッセンス素子用封止剤を基材の全面又は一部に塗布
した後、光を照射し、前記有機エレクトロルミネッセンス素子用封止剤が硬化するまでの
間に、前記基材と有機エレクトロルミネッセンス素子とを貼合して前記有機エレクトロル
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ミネッセンス素子を封止する工程を有することを特徴とする有機エレクトロルミネッセン
ス表示装置の製造方法。
【請求項７】
請求項１、２、３又は４記載の光後硬化性組成物、若しくは、請求項５記載の有機エレク
トロルミネッセンス表示用封止剤を用いてなることを特徴とする有機エレクトロルミネッ
センス表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、光照射により硬化反応が進行する一方、光照射後に充分な可使時間を確保する
ことができ、表示素子、特に有機エレクトロルミネッセンス素子の封止剤として好適に用
いることができる光後硬化性組成物、有機エレクトロルミネッセンス素子用封止剤、有機
エレクトロルミネッセンス表示装置の製造方法、及び、有機エレクトロルミネッセンス表
示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
従来、光照射直後に硬化せず、可使時間が確保できる遅延硬化型の硬化性組成物が種々提
案されている。
例えば、特許文献１には、ビスフェノール型エポキシ樹脂とヒドロキシル基含有有機化合
物及び光重合開始剤を配合してなる光硬化性樹脂組成物が記載されており、ヒドロキシル
基含有有機化合物をエポキシ樹脂１００重量部に対して０．２～２００重量部含有するこ
とで優れた遅延硬化特性を示すことが記載されている。
また、例えば、特許文献２には、カチオン重合性化合物と、高分子ポリマーと、光カチオ
ン重合開始剤を含む接着剤組成物において、アルキレングリコール、ポリヒドロキシルア
ルカン、ポリオキシアルキレンポリオール等のヒドロキシル基含有化合物を含むことによ
り、紫外線照射後の接着可能時間を調整しうることが記載されている。
このような遅延硬化型の硬化性組成物は、光の照射により損傷しやすい部品を貼り合わせ
たり封止したりする場合に有効であると考えられる。
【０００３】
光照射による損傷を受ける部品の例として、例えば、有機エレクトロルミネッセンス（Ｅ
Ｌ）素子が挙げられる。有機ＥＬ素子は、近年、従来のボトムエミッション方式の有機Ｅ
Ｌ素子に代わって、有機ＥＬ素子から発せられた光を上面側から取り出すトップエミッシ
ョン方式の有機ＥＬ素子が注目されている。この方式は、開口率が高く、低電圧駆動とな
ることから、長寿命化に有利であるという利点がある。このようなトップエミッション方
式の有機ＥＬ素子では、通常、積層体を２枚のガラス等の透明材料からなる防湿性基材に
より挟み込み、該防湿性基材間を充填剤で充填することにより封止している（例えば、特
許文献３参照）。
【０００４】
このようなトップエミッション方法の有機ＥＬ素子は、硬化遅延型でない充填剤を用いて
封止しようとすると、防湿性基板間に充填した充填剤を硬化させる際に加えられる光に有
機ＥＬ素子が直接さらされる可能性がボトムエミッションに比べて格段に高くなり、有機
ＥＬ素子の性能の低下や劣化が生じるといった問題があった。そこで、上述の遅延硬化型
の硬化性組成物を、有機ＥＬ素子を封止する充填剤として用いると、該硬化性組成物を防
湿性基板間に充填する前に、光を照射して活性化させておき、その可使時間内に防湿性基
板間に充填し、その後硬化させることで、有機ＥＬ素子が光に直接さらされることを防止
することができる。
【０００５】
しかしながら、従来の遅延硬化型の硬化性組成物は、充分な可使時間を確保するために硬
化遅延剤の配合量を多くする必要があったため、封止剤の硬化時に発生するアウトガス量
が多くなり、例えば、有機ＥＬ素子等の表示素子の封止に用いた場合、有機ＥＬ素子等の
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表示素子の性能の低下又は劣化を招く場合があった。
【特許文献１】特開平７－１０９３３３号公報
【特許文献２】特開２００１－０９８２４２号公報
【特許文献３】特開２００１－３５７９７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
本発明は、上記現状に鑑み、光照射により硬化反応が進行する一方、光照射後に充分な可
使時間を確保することができ、表示素子、特に有機エレクトロルミネッセンス素子の封止
剤として好適に用いることができる光後硬化性組成物、有機エレクトロルミネッセンス素
子用封止剤、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の製造方法、及び、有機エレクトロ
ルミネッセンス表示装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
本発明は、光カチオン重合性化合物、光カチオン重合開始剤、及び、下記一般式（１）で
表される構造を有する硬化遅延剤を含有する光後硬化性組成物である。
【化１】

一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ１２は、少なくとも１つが炭素水１～２０のアルキル基を表す
。また、前記アルキル基は、直鎖状又は分枝鎖状の炭素数１～２０のアルコキシル基、ハ
ロゲン原子、－ＯＨ基、－ＣＯＯＨ基及び－ＣＯＯ－アルキルエステル基（ただし、アル
キル部分は、直鎖状又は分枝鎖状の炭素数１～２０残基である）からなる群より選択され
る１以上の官能基で置換されていてもよく、更に、隣接するＲｎ及びＲｎ＋１（但し、ｎ
は、１～１１の奇数を表す）は、共同して環状アルキル骨格を形成していてもよい。
以下に本発明を詳述する。
【０００８】
本発明者らは、鋭意検討した結果、特定の構造を有する硬化遅延剤を含有する光後硬化性
組成物は、光照射により硬化反応が進行する一方、硬化遅延剤の含有量を少なくしても光
照射後の可使時間を充分に確保することができ、更に、硬化時に生じるアウトガス量を少
なくすることができ、表示素子、特に有機ＥＬ素子を、性能を低下又は劣化させることな
く封止する封止剤として好適に用いることができることを見出し、本発明を完成させるに
至った。
【０００９】
本発明の光後硬化性組成物は、上記一般式（１）で表される構造を有する硬化遅延剤（以
下、本発明に係る硬化遅延剤ともいう）を含有する。このような本発明に係る硬化遅延剤
を含有することで、本発明の光後硬化性組成物は、光照射後の充分な可使時間を確保する
ことが可能となる。
【００１０】
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上記本発明に係る硬化遅延剤において、一般式（１）中、Ｒ１～Ｒ１２は、少なくとも１
つが炭素数１～２０のアルキル基を表す。
上記一般式（１）中のＲ１～Ｒ１２のうち、少なくとも１つが炭素数１～２０のアルキル
基であることにより、上記本発明に係る硬化遅延剤の添加量が少量であっても、本発明の
光後硬化性組成物に優れた硬化遅延性を付与できる。本発明の光後硬化性組成物では、本
発明に係る硬化遅延剤の添加量を少量ですむことにより、光照射後の硬化時における本発
明に係る硬化遅延剤の分解等によるガス発生の問題が軽減されると考えられる。
なお、上記本発明に係る硬化遅延剤が炭素数１～２０のアルキル基を有することにより優
れた硬化遅延性が得られる理由としては、該アルキル基を有することで、１８－クラウン
－６－エーテルの骨格に歪み等を生じさせることが少なく、本発明の光後硬化性組成物中
で充分に相溶するからであると考えられる。
【００１１】
上記炭素数が１～２０のアルキル基を少なくも１つ有する本発明に係る硬化遅延剤として
は、具体的には、例えば、２－メチル－１８－クラウン－６－エーテル、２－エチル－１
８－クラウン－６－エーテル等の１つのアルキル基を有する化合物；２、３－ジメチル－
１８－クラウン－６－エーテル、２、３－ジエチル－１８－クラウン－６－エーテル等の
２つのアルキル基を有する化合物等が挙げられる。これらの本発明に係る硬化遅延剤は、
単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００１２】
上記本発明に係る硬化遅延剤は、上記炭素数１～２０のアルキル基が、直鎖状又は分枝鎖
状の炭素数１～２０のアルコキシル基、ハロゲン原子、－ＯＨ基、－ＣＯＯＨ基及び－Ｃ
ＯＯ－アルキルエステル基（ただし、アルキル部分は、直鎖状又は分枝鎖状の炭素数１～
２０残基である）からなる群より選択される１以上の官能基（以下、他の官能基ともいう
）で置換されていてもよい。
【００１３】
上記炭素数１～２０のアルキル基が他の官能基で置換された本発明に係る硬化遅延剤とし
ては、具体的には、例えば、２－アリロキシメチル－１８－クラウン－６－エーテル、２
－ヒドロキシメチル－１８－クラウン－６－エーテル等が挙げられる。
【００１４】
更に、本発明に係る硬化遅延剤は、上記一般式（１）中の隣接するＲｎ及びＲｎ＋１（但
し、ｎは、１～１１の奇数を表す）が、共同して環状アルキル骨格を形成していてもよい
。
上記環状アルキル骨格を有する本発明に係る硬化遅延剤としては、具体的には、例えば、
シクロペンチル基、シクロヘキシル基、アダマンチル基、ノルボルネン基等の環状アルキ
ル基を有する化合物が挙げられる。なかでも、シクロヘキシル基は、クラウンエーテルの
形状を固定化して、クラウンエーテルの構造の揺らぎを抑えることにより、物質を包摂し
やすい形状に保つため、上記本発明に係る硬化遅延剤は、少なくとも１つのシクロヘキシ
ル基を有することが好ましい。
【００１５】
上記本発明に係る硬化遅延剤は、下記化学式（２）で表される構造を有する化合物を含有
することが好ましい。
【００１６】
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【化２】

【００１７】
上記化学式（２）で表される構造を有する化合物は、１８－クラウン－６－エーテル分子
の中央を通る線に対して線対称となる位置に２個のシクロヘキシル基を有するため、１８
－クラウン－６－エーテル分子の骨格に歪み等を生じさせることなく相溶性を向上させる
効果が大きくなると考えられる。
【００１８】
上記硬化遅延剤の含有量としては、後述する光カチオン重合性化合物１００重量部に対し
て、好ましい下限は０．０５重量部、好ましい上限は５．０重量部である。０．０５重量
部未満であると、本発明の光後硬化性組成物に遅延効果が充分得られない場合があり、５
．０重量部を超えると、本発明の光後硬化性組成物を硬化させる際に発生するアウトガス
等が多くなり、該アウトガス等が大きな影響を与える用途に本発明の光後硬化性組成物を
使用しにくくなることがある。より好ましい下限は０．１重量部、より好ましい上限は３
．０重量部である。
【００１９】
本発明の光後硬化性組成物は、光カチオン重合性化合物を含有する。
上記光カチオン重合性化合物としては、分子内に少なくとも１個の光カチオン重合性官能
基を有する化合物であれば特に限定されない。
上記光カチオン重合性官能基としては特に限定されず、例えば、エポキシ基、オキセタニ
ル基、水酸基、ビニルエーテル基、エピスルフィド基、エチレンイミン基等が挙げられる
。
【００２０】
上記光カチオン重合性化合物の性状（分子量）としては特に限定されず、例えば、モノマ
ー状、オリゴマー状、ポリマー状のいずれであってもよい。
【００２１】
本発明の光後硬化性組成物において、上記光カチオン重合性化合物は、なかでも、光カチ
オン重合性が高く、少ない光量でも効率的に光硬化が進行することから、分子内に少なく
とも１個のエポキシ基を有する化合物（以下、エポキシ系化合物ともいう）が好適に用い
られる。
【００２２】
上記エポキシ系化合物としては特に限定されず、例えば、ビスフェノールＡ型エポキシ樹
脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂等のビスフェノール型エポキシ樹脂；フェノールノ
ボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック型エポキシ樹脂等のノボラック型エポキ
シ樹脂；脂肪族エポキシ樹脂、脂環式エポキシ樹脂、異節環状型エポキシ樹脂、多官能性
エポキシ樹脂、ビフェニル型エポキシ樹脂、グリシジルエーテル型エポキシ樹脂、グリシ
ジルエステル型エポキシ樹脂、グリシジルアミン型エポキシ樹脂；水添ビスフェノールＡ
型エポキシ樹脂等のアルコール型エポキシ樹脂；臭素化エポキシ樹脂等のハロゲン化エポ
キシ樹脂；ゴム変性エポキシ樹脂、ウレタン変性エポキシ樹脂、エポキシ化ポリブタジエ
ン、エポキシ化スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体、エポキシ基含有ポリ
エステル樹脂、エポキシ基含有ポリウレタン樹脂、エポキシ基含有アクリル樹脂等が挙げ
られる。これらのエポキシ系化合物は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されて
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【００２３】
上記エポキシ系化合物の市販品としては特に限定されず、例えば、ジャパンエポキシレジ
ン社製の商品名「エピコート８０６」、「エピコート８２８」、「エピコート１００１」
、「エピコート１００２」等の「エピコート」シリーズ、ダイセル化学工業社製の商品名
「セロキサイド２０２１」等の「セロキサイド」シリーズ等が挙げられる。
【００２４】
また、上記エポキシ系化合物以外の他の光カチオン重合性化合物としては、例えば、オキ
セタニル基、ビニルエーテル類、環状エーテル類、エポキシド類、ビニルアミン類、不飽
和炭化水素類、ラクトン類及び他の環状エステル類、ラクタム類、環状カーボネート類、
環状アセタール類、アルデヒド類、環状アミン類、環状スルフィド類、シクロシロキサン
類、シクロトリホスファゼン類及び他の光カチオン重合可能な基やモノマー等の少なくと
も１個の光カチオン重合可能基を有している光カチオン重合性化合物が挙げられる。なか
でも、エポキシドモノマー等の環状エーテルモノマーやビニル有機モノマー等が好適に用
いられる。これらの他の光カチオン重合性化合物は、単独で用いられてもよく、２種以上
が併用されてもよい。
【００２５】
このような他の光カチオン重合性化合物の市販品としては特に限定されず、例えば、２－
ヒドロキシエチルビニルエーテル（ＨＥＶＥ）、ジエチレングリコールモノビニルエーテ
ル（ＤＥＧＶ）、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル（ＨＢＶＥ）（以上、丸善石油化
学社製）、アロンオキセタン（東亞合成社製）、エタナコール（宇部興産社製）等が挙げ
られる。
【００２６】
本発明の光後硬化性組成物は、光カチオン重合開始剤を含有する。
上記光カチオン重合開始剤としては特に限定されず、例えば、イオン性光酸発生型であっ
てもよく、非イオン性光酸発生型であってもよい。
【００２７】
上記イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤としては特に限定されず、例えば、芳香
族ジアゾニウム塩、芳香族ハロニウム塩、芳香族スルホニウム塩等のオニウム塩類、鉄－
アレン錯体、チタノセン錯体、アリールシラノール－アルミニウム錯体等の有機金属錯体
類等が挙げられる。これらのイオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤は、単独で用い
られてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００２８】
上記イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤の市販品としては特に限定されず、例え
ば、旭電化工業社製の商品名「アデカオプトマーＳＰ１５０」、「アデカオプトマーＳＰ
１７０」等の「アデカオプトマー」シリーズ、ゼネラルエレクトロニクス社製の商品名「
ＵＶＥ－１０１４」、サートマー社製の商品名「ＣＤ－１０１２」等が挙げられる。
【００２９】
ただし、上記イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤を用いた場合には、有機ＥＬ素
子の電極と本発明の光後硬化性組成物との界面で電極の酸化が発生して、有機ＥＬ素子の
耐久性に問題が生じることがある。そのため、上記光カチオン重合開始剤としては、下記
化学式（３）で表される嵩高いボロン酸を対アニオンとする塩からなる光カチオン重合開
始剤を用いることが好ましい。下記化学式（３）で表される対アニオンを有する光カチオ
ン重合開始剤は、有機ＥＬ素子の電極と本発明の光後硬化性組成物との界面で電極の酸化
が発生しにくく、耐久性に優れることから好ましい。
【００３０】
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【化３】

【００３１】
このような対アニオンを有する光カチオン重合開始剤の市販品としては特に限定されず、
例えば、「Ｐｈｏｔｏｉｎｉｔｉａｔｏｒ　２０７４」（ローディア社製）、下記化学式
（４）で表される商品名「ＰＩ－２０７４」（ローヌプラン社製）、下記化学式（５）で
表される商品名「ＴＡＧ－３７１Ｒ」（東洋インキ社製）、下記化学式（６）で表される
商品名「ＴＡＧ－３７２Ｒ」（東洋インキ社製）等が挙げられる。
【００３２】
【化４】

【００３３】
【化５】

【００３４】

【化６】

【００３５】
上記非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤としては特に限定されず、例えば、ニ
トロベンジルエステル、スルホン酸誘導体、リン酸エステル、フェノールスルホン酸エス
テル、ジアゾナフトキノン、Ｎ－ヒドロキシイミドホスホナート等が挙げられる。これら
の非イオン性光酸発生型の光カチオン重合開始剤は、単独で用いられてもよく、２種以上
が併用されてもよい。
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【００３６】
本発明の光後硬化性組成物において、上記光カチオン重合開始剤の含有量としては特に限
定されないが、上記光カチオン重合性化合物１００重量部に対して、好ましい下限が０．
１重量部、好ましい上限が１０重量部である。０．１重量部未満であると、光カチオン重
合性化合物の光カチオン重合が充分に進行しなかったり、光後硬化性組成物の光硬化が極
端に遅くなったりすることがある。１０重量部を超えると、本発明の光後硬化性組成物の
光硬化が早くなりすぎ、上記硬化遅延剤を含有させているにも関わらず、可使時間が短く
なって作業性が低下したり、不均一な硬化物となったりすることがある。
【００３７】
上記光カチオン重合性化合物、光カチオン重合開始剤及び硬化遅延剤を含有する本発明の
光後硬化性組成物は、光を照射した後、硬化反応がゆっくりと進行し、充分な可使時間を
確保することができるものである。具体的には、本発明の光後硬化性組成物に２０００ｍ
Ｊ／ｍｍ２の紫外線を照射した後、Ｅ型粘度計（東機産業社製、ＴＶ－２２型）を用いて
測定した粘度が初期粘度の２倍に到達するまでの時間の好ましい下限が３分である。３分
未満であると、基板等を貼り合わせる前に硬化進行してしまい、充分な接着強度を得られ
なくなることがある。このような本発明の光後硬化性組成物の可使時間は、上述した硬化
遅延剤を添加することで好適に調整することができる。
【００３８】
本発明の光後硬化性組成物は、硬化物の透明性を阻害しない範囲で、組成物に発生した酸
と反応する化合物又はイオン交換樹脂を含有してもよい。本発明の光後硬化性組成物を封
止剤として有機ＥＬ素子の封止を行った場合、素子電極の耐久性を向上させることが可能
となるからである。
【００３９】
上記発生した酸と反応する化合物としては、酸と中和する物質、例えば、アルカリ金属又
はアルカリ土類金属の炭酸塩又は炭酸水素塩等が挙げられる。具体的には、炭酸カルシウ
ム、炭酸水素カルシウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウム等が用いられる。
【００４０】
上記イオン交換樹脂としては、陽イオン交換型、陰イオン交換型、両イオン交換型のいず
れも使用することができるが、特に塩化物イオンを吸着することのできる陽イオン交換型
又は両イオン交換型が好適である。
【００４１】
本発明の光後硬化性組成物は、必要に応じて、例えば、硬化物の強度をより向上させるた
めの充填剤、接着性をより向上させるための接着性付与剤、粘度を調整するための粘度調
整剤、チキソトロープ性（揺変性）を付与するためのチキソトロープ剤（揺変性付与剤）
、引張り特性等を改善するための物性調整剤、増量剤、補強剤、軟化剤（可塑剤）、タレ
防止剤、酸化防止剤（老化防止剤）、熱安定剤、難燃剤、帯電防止剤、有機溶剤等の各種
添加剤の１種又は２種以上が含有されていてもよい。
【００４２】
上記充填剤としては特に限定されず、例えば、コロイダルシリカ、タルク、クレー、マイ
カ（雲母）、酸化チタン等の粉体、ガラスバルーン、アルミナバルーン、セラミックバル
ーン等の無機中空体、ナイロンビーズ、アクリルビーズ、シリコーンビーズ、テフロン（
登録商標）ビーズ等の有機球状体、塩化ビニリデンバルーン、アクリルバルーン等の有機
中空体、ガラス、ポリエステル、レーヨン、ナイロン、セルロース等の単繊維等が挙げら
れる。なかでも、水分の浸入を防止する邪魔板効果に優れることから、タルク、クレー、
マイカが好適に用いられる。これらの充填剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併
用されてもよい。
【００４３】
上記接着性付与剤としては特に限定されず、例えば、グリシドキシトリメトキシシラン、
グリシドキシプロピルメチルジエトキシシラン、Ｎ－（アミノエチル）アミノプロピルト
リメトキシシラン、メルカプトプロピルトリメトキシシラン等のシランカップリング剤、
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チタンカップリング剤、アルミニウムカップリング剤等が挙げられる。これらの接着性付
与剤は、単独で用いられてもよく、２種以上が併用されてもよい。
【００４４】
本発明の光後硬化性組成物の製造方法としては特に限定されず、例えば、ホモディスパー
、万能ミキサー、バンバリーミキサー、ニーダー、２本ロール、３本ロール、押出機等の
公知の各種混練機を単独で用いるか又は併用して、上記光カチオン重合性化合物、光カチ
オン重合開始剤及び硬化遅延剤、並びに、必要に応じて添加する上記充填剤等の各種添加
剤の各所定量を、常温下若しくは加熱下で、常圧下、減圧下、加圧下若しくは不活性ガス
気流下等の条件下で均一に混練する方法が挙げられる。
【００４５】
本発明の光後硬化性組成物の粘度としては特に限定されないが、例えば、本発明の光後硬
化性組成物を、有機ＥＬ素子を封止するための封止剤として用いる場合、２５℃、５ｒｐ
ｍにおいて、好ましい下限が５０ｍＰａ・ｓ、好ましい上限が１００万ｍＰａ・ｓである
。５０ｍＰａ・ｓ未満であると、有機ＥＬ素子を封止できないことがあり、１００万ｍＰ
ａを超えると、本発明の光後硬化性組成物を用いてなる封止剤による有機ＥＬ素子の封止
をスクリーン印刷により行う場合に、均一かつ正確に有機ＥＬ素子の封止ができないこと
がある。また、本発明の光後硬化性組成物を用いてなる封止剤をディスペンサー等で基板
に塗布し、もう一方の基板を貼り合わすことにより有機ＥＬ素子を封止する場合、上記封
止剤の粘度の好ましい上限は５０万ｍＰａ・ｓである。５０万ｍＰａ・ｓを超えると、基
板同士の貼り合わせ時に泡がかみ気泡が混入するおそれがあり、端部まで本発明の光後硬
化性組成物を用いてなる封止剤が押し広げられない可能性がある。より好ましい上限は１
０００ｍＰａである。
なお、本明細書において、上記粘度は、Ｅ型粘度計（東機産業社製、ＴＶ－２２型）を用
いて上記条件下で測定した場合に得られる値である。
【００４６】
本発明の光後硬化性組成物の硬化物の波長３８０～８００ｎｍにおける光の全光線透過率
の好ましい下限は８０％である。８０％未満であると、本発明の光後硬化性組成物を、有
機ＥＬ素子を封止するための封止剤としたときに、製造する有機ＥＬ表示装置に充分な光
学特性を得られないことがある。より好ましい下限は８５％である。
【００４７】
上記全光線透過率を測定する方法としては特に限定はされず、例えば東京電色社製「ＡＵ
ＴＯＭＡＴＩＣ　ＨＡＺＥ　ＭＡＴＥＲ　ＭＯＤＥＬ　ＴＣ＝ＩＩＩ　ＤＰＫ」等の分光
計を用いて測定することができる。
【００４８】
また、本発明の光後硬化性組成物は、硬化物に紫外線を１００時間照射した後の４００ｎ
ｍにおける透過率の下限が２０μｍの光路長にて８５％であることが好ましい。８５％未
満であると、耐光性が低く、発光の損失が大きくなり、かつ、色再現性が悪くなることが
ある。より好ましい下限は９０％、更に好ましい下限は９５％である。
【００４９】
本発明の光後硬化性組成物は、光を照射することで上記光カチオン重合開始剤が活性化さ
れ、上記光カチオン重合性化合物の硬化反応が進行する。このとき照射する光の光源とし
ては、例えば、波長３４０ｎｍ以上の近紫外線又は可視光線を含む光を照射し得るもので
あれば特に限定されず、例えば、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、
エキシマレーザー、ケミカルランプ、ブラックライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀
灯、メタルハライドランプ、ナトリウムランプ、ハロゲンランプ、キセノンランプ、蛍光
灯、太陽光、電子線照射装置等が挙げられる。
これらの光源の使用に際しては、例えば光カットフィルター等を用いて波長３４０ｎｍ未
満の光を除去することが好ましい。また、上記各種光源は、単独で用いられてもよく、２
種以上が併用されてもよい。更に、上記各種光源の本発明の光後硬化性組成物への照射手
順としては、例えば、各種光源の同時照射、時間差をおいての逐次照射、同時照射と逐次



(11) JP 2008-305580 A 2008.12.18

10

20

30

40

50

照射との組み合わせ照射等が挙げられ、いずれの照射手順を採ってもよい。
【００５０】
本発明の光後硬化性組成物の用途としては特に限定されず、例えば、接着剤、封止剤、片
面テープ、両面テープ、封止フィルム、シーリング剤、コーティング剤、ライニング剤、
印刷インキ、エレクトロニクス材料等の種々の用途に好適に用いることができる。なかで
も、接着剤や封止剤として用いることが好ましい。また、これら接着剤、封止剤、片面テ
ープ、両面テープ、封止フィルム等を用いて、ディスプレイの基材貼り合わせやフレキシ
ブル回路テープの接続、光学部品の接着、電子部品の実装等、特に不透明な構造体の接着
に好適に用いることができる。なかでも、トップエミッション方式の有機ＥＬ素子の封止
剤として極めて好適である。
本発明の光後硬化性組成物を用いてなる有機ＥＬ素子用封止剤もまた、本発明の１つであ
る。
【００５１】
本発明の有機ＥＬ素子用封止剤を用いて有機ＥＬ素子を封止することで有機ＥＬ表示装置
を製造することができる。
本発明の有機ＥＬ素子用封止剤を用いて有機ＥＬ表示装置を製造する方法としては、例え
ば、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤を基材の全面又は一部に塗布した後、光を照射し、前
記有機ＥＬ素子用封止剤が硬化するまでの間に、前記基材と有機ＥＬ素子とを貼合して前
記有機ＥＬ素子を封止する工程を有する方法が挙げられる。
このような有機ＥＬ表示装置の製造方法もまた、本発明の１つである。
【００５２】
本発明の有機ＥＬ表示装置の製造方法は、常温常圧で行ってもよいが、水分の制御された
空間内や減圧下で行うことが好ましい。
また、上記工程を経て有機ＥＬ素子を封止した後は、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤の硬
化反応をより促進し、硬化時間を短縮するために、有機ＥＬ素子を劣化させない範囲で、
加熱等による他の硬化手段を併用してもよい。加熱により本発明の有機ＥＬ素子用封止剤
の硬化を促進する場合、加熱温度としては特に限定されないが、好ましい下限は５０℃、
好ましい上限は１００℃程度である。
【００５３】
本発明の有機ＥＬ表示装置の製造方法によると、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤に光を照
射し、硬化するまでの間、すなわち、可使時間内に有機ＥＬ素子の封止を行うため、有機
ＥＬ素子が光にさらされることがなく、有機ＥＬ素子の性能の低下や劣化を引き起こすこ
とがない。そのため、製造する有機ＥＬ表示装置は、表示品質に優れたものとすることが
できる。
また、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤は、上述した本発明の光後硬化性組成物を用いてな
るため、上記硬化遅延剤の配合量を少なくしても充分な可使時間を確保することができる
。また、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤を光硬化させた際に、上記硬化遅延剤に起因する
アウトガスの発生を抑制することができる。その結果、本発明の有機ＥＬ素子用封止剤を
用いて製造した有機ＥＬ表示装置は、上記アウトガスによる有機ＥＬ素子の性能の低下や
劣化を好適に防止することができ、表示品質に優れたものとすることができる。
【発明の効果】
【００５４】
本発明によると、光照射により硬化反応が進行する一方、光照射後に充分な可使時間を確
保することができ、表示素子、特に有機エレクトロルミネッセンス素子の封止剤として好
適に用いることができる光後硬化性組成物、有機エレクトロルミネッセンス素子用封止剤
、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の製造方法、及び、有機エレクトロルミネッセ
ンス表示装置を提供できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５５】
以下に実施例を掲げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明はこれら実施例のみに限定
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【００５６】
（実施例１～３、比較例１～５）
下記表１に示す組成に従って、各材料をホモディスパー型撹拌混合機（ホモディスパーＬ
型、特殊機化社製）を用い、撹拌速度３０００ｒｐｍで均一に撹拌混合して、実施例１～
３及び比較例１～５に係る有機ＥＬ素子用封止剤を製造した。
【００５７】
実施例１～３及び比較例１～５で得られた有機ＥＬ素子用封止剤に、高圧水銀ランプを用
いて２０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射し、粘度を経時測定した。初期粘度は１０Ｐａ
・ｓで、２０Ｐａ・ｓに達する時間を増粘時間とした。結果を表１に示した。
【００５８】
（アウトガスの測定）
実施例１～３及び比較例１～５で得られた有機ＥＬ素子用封止剤０．３ｇを専用ガラス管
に採取し、高圧水銀ランプを用いて２０００ｍＪ／ｃｍ２の紫外線を照射した。光照射に
よりガラス管内に発生したアウトガスを抜き取り、ヘッドスペースＧＣ－ＭＳ（日本電子
社製ＧＣ－ＭＳ装置　ＪＭＳ　Ｋ－９）にて定量測定した。発生したガスのトルエン換算
値を表１に示した。
【００５９】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
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【００６０】
本発明によれば、光照射により硬化反応が進行する一方、光照射後に充分な可使時間を確
保することができ、表示素子、特に有機エレクトロルミネッセンス素子の封止剤として好
適に用いることができる光後硬化性組成物、有機エレクトロルミネッセンス素子用封止剤
、有機エレクトロルミネッセンス表示装置の製造方法、及び、有機エレクトロルミネッセ
ンス表示装置を提供することができる。
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